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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、株主をはじめとする各ステークホルダーの信頼に応える経営を実現するため、各ステークホルダーの権利を尊重し、経営の公正性および
透明性を確保するとともに、説明責任を十分に果たしてまいります。

また、持続的な成長と中長期的な企業価値向上に資する迅速・果断な意思決定が遂行できるコーポレート・ガバナンス体制を構築いたします。

なお、当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な枠組みや考え方をまとめ「バイク王＆カンパニー・コーポレートガバナンス基本方針」とし
て制定し、コーポレートサイトにおいて公開しております。

「バイク王＆カンパニー・コーポレートガバナンス基本方針」

https://www.8190.co.jp/ir/strategy/governance/basic.html

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

2021年６月の改訂後のコードに基づき記載しています。

【補充原則1-2④】

機関投資家が議決権を行使しやすい電子行使環境の整備や招集通知の英文による提供については現時点では実施しておりません。議決権の電
子行使につきましては、株主の皆様の利便性や費用対効果を総合的に勘案し、今後導入に向けて検討いたします。また、招集通知の英文化につ
きましては、海外投資家の比率および要望を踏まえて検討いたします。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

当社は、持続的な成長と企業価値の向上を実現するため、「常識を壊し、新たな価値と感動を生む。」という企業理念を根幹に据え、持続的な成長
と中長期的な企業価値向上に資する迅速・果断な意思決定が遂行できるコーポレート・ガバナンス体制を構築いたします。

「コーポレートガバナンス・コード」に対する当社の対応状況については、当社のコーポレートガバナンスに関する基本的な枠組みや考え方をまと
めた「バイク王＆カンパニー・コーポレートガバナンス基本方針」をご参照ください。

「バイク王＆カンパニー・コーポレートガバナンス基本方針」

https://www.8190.co.jp/ir/strategy/governance/basic.html

【資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応】

記載内容 取組みの開示（アップデート）

英文開示の有無 無し

アップデート日付 2026年3月13日

該当項目に関する説明

当社は、中長期的に企業の成長期待を内外に醸成するため、株主価値・企業価値の持続的な向上を基本方針としており、定期的に資本コストの
検証を行っています。収益計画や投資計画、資本政策の立案においては、資本コストを踏まえて企業価値向上に資することを重視するとともに、R
OEの目標（2028年11月期：12％以上）を設定しています。

企業価値向上に向けた取り組みとしては、収益性を維持・向上しつつ、生産性を高め、外部環境の変動に左右されにくい安定的な収益基盤の構
築を目指しています。具体的には、主要事業における収益モデルの再構築による効率化の推進、人財の安定的な確保・定着を通じた人財基盤の
強化、売上総利益の改善・安定化と営業キャッシュ・フローの安定化（交叉比率の改善）に取り組んでいます。

また、こうした安定的な収益基盤のもと、安全性と成長性のバランスを最適化し、収益の最大化を図るため、資金の流動性を確保しつつ、成長に
資する投下資本の適切な配分と実行に努めています。このため、財務レバレッジの適切な設定・活用を通じて資本効率の更なる向上を目指すとと
もに、長期的な視点に基づく配当政策の検討を通じて持続可能な株主還元に努めています。
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２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

石川秋彦 3,923,900 27.02

加藤義博 3,060,000 21.08

有限会社ケイ 900,000 6.20

株式会社ユー・エス・エス 773,300 5.33

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 432,370 2.98

石川ゆかり 428,900 2.95

加藤信子 294,000 2.02

バイク王＆カンパニー従業員持株会 219,800 1.52

株式会社Ｇ‐７ホールディングス 218,500 1.50

楽天証券株式会社共有口 108,400 0.75

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

特記すべき事項はありません。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 スタンダード

決算期 11 月

業種 卸売業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

特記すべき事項はありません。
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Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 7 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

三上　純昭 他の会社の出身者

森　順子 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他
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会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

三上　純昭 ○ ○

会社法第427条第１項の規定に基づく同
法第423条第１項の損害賠償責任を限定
する契約を締結しており、当該契約に基づ
く賠償責任限度額は、法令が規定する額
としております。

同氏は、役員として企業経営に携わっていた経
験があることから、当社の業務執行の意思決
定における適法性、妥当性の観点から適切な
提言をいただけると判断しております。

また、当社との特別な利害関係はないことか
ら、一般株主との利益相反のおそれがなく、独
立役員として中立・公正な立場を保持できると
考えております。

森　順子 ○ ○

会社法第427条第１項の規定に基づく同
法第423条第１項の損害賠償責任を限定
する契約を締結しており、当該契約に基づ
く賠償責任限度額は、法令が規定する額
としております。

同氏は、弁護士としての豊富な経験と高度な専
門知識を当社経営に活かしつつ、社会的公正
な決定および経営監督の実効性向上の実現の
ために期待される役割を十分に発揮していた
だけると判断しております。

また、当社との特別な利害関係はないことか
ら、一般株主との利益相反のおそれがなく、独
立役員として中立・公正な立場を保持できると
考えております。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

委員長（議長）

監査等委員会 3 1 1 2 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

監査等委員会が職務を補助すべき使用人を求めた場合は、監査等委員会の職務を補助すべき使用人として、当社の使用人から専属の監査等委
員会補助者を任命することとしております。監査等委員会補助者の評価は監査等委員会が行い、任命、解任、人事異動、賃金等の改定について
は監査等委員会の同意を得た上で取締役会が決定することとし、取締役からの独立性を確保しております。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査等委員会は会計監査人と定期的に会合し、監査計画、監査重点領域、監査における発見事項、監査結果等について情報交換を行い、緊密
な連携を図っております。また、監査等委員会による監査において疑問点が発見された場合には、会計監査の専門家としての助言を会計監査人
に求める等常時連携できる体制を構築しております。

監査等委員会は、内部監査室等のモニタリング機能を所管する部署等と緊密な連携を保持し、内部監査室等からその監査結果等について報告
を受け、必要に応じて調査を求め、又は具体的な指示を出すなど、内部監査室等と日常的かつ機動的な連携により、監査の実効性と効率性の向
上を図っております。

内部監査については、監査等委員会の直属組織として内部監査室を設置しており、３名が年度監査計画に基づき業務監査、個人情報監査、内部
統制の整備・運用状況の有効性評価等を実施し、コーポレート・ガバナンスの強化に向けた取り組みを推進しております。

また、監査結果は、毎月１回、監査等委員会および代表取締役CEOに報告を行い、情報の共有を図っております。
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【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

諮問委員会 4 0 2 2 0 0
社内取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

諮問委員会 4 0 2 2 0 0
社内取
締役

補足説明

当社の諮問委員会は、社外取締役、常勤の取締役監査等委員および代表取締役または取締役CVOで構成することとしております。また、半数以
上を社外取締役で構成することとしており、２名の社外取締役および２名の社内取締役により構成し、必要に応じて適宜開催しております。

諮問委員会では、監査等委員でない取締役候補者の選解任・報酬や取締役会の実効性評価等コーポレート・ガバナンスについて協議を行ってお
ります。協議においては社外取締役の知見および助言を生かすとともに、これらの事項に関する手続きの客観性および透明性を確保し、コーポ
レート・ガバナンス体制の更なる向上を図っております。当事業年度においては、取締役の選解任および報酬制度、取締役会の実効性向上につ
いて協議しました。

【独立役員関係】

独立役員の人数 2 名

その他独立役員に関する事項

当社は、証券取引所が定める基準を参照の上、社外取締役の独立性の判断基準を定め、社外取締役が次の項目のいずれにも該当しない場合
は、当該社外取締役は当社にとって十分な独立性を有していると判断いたします。

①当社およびその連結子会社（以下「当社グループ」と総称する）の出身者

②当社の大株主

③次のいずれかに該当する企業等の業務執行者

・当社グループの主要な取引先

・当社グループの主要な借入先

・当社グループが議決権ベースで10％以上の株式を保有する企業等

④当社グループの会計監査人である監査法人に所属するもの

⑤当社グループから多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計士、税理士、弁護士等の専門家

⑥当社グループから多額の寄付を受けている者

⑦社外取締役の相互就任関係となる他の会社の業務執行者

⑧近親者が上記①から⑦までのいずれか（④及び⑤を除き、重要な者に限る）に該当する者

⑨過去３年間において、上記②から⑧までのいずれかに該当していた者

⑩その他、当社と利益相反関係が生じ得る特段の事由が存在すると認められる者

当社は、独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

【取締役報酬関係】の「報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容」にあわせて記載しております。
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なお、過去に取締役に新株予約権を付与しておりますが、コーポレートガバナンス報告書提出日現在、取締役に新株予約権は付与されておりま
せん。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

前事業年度における当社の取締役に対する役員報酬は以下のとおりです。

取締役(監査等委員を除く。)の年間報酬総額106,750千円（2025年11月期支給額）

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

■取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を決議しております。

当社の取締役の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の決定権限を有する者は取締役会であります。また、公正かつ透明性の高
い取締役の評価を行うため、構成員の半数以上を社外取締役とする諮問委員会で取締役の報酬について協議し、その結果を代表取締役および
取締役会へ答申しております。

取締役会は、当事業年度に係る取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方針および決定さ
れた報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していることや、諮問委員会からの答申が尊重されていることを確認しており、当該決
定方針に沿うものであると判断しております。

取締役の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針は以下のとおりです。

１．基本方針

・当社の企業理念、事業ビジョンおよび行動指針の体現・実現に向けた優秀な経営陣の確保に資するものであり、かつステークホルダーとの利益
意識の共有や株主重視の経営意識を高めるものとし、透明性・客観性が高い報酬決定ルールを整備する。

・ステークホルダーとの利益意識の共有や株主重視の経営意識を高めるため、不断の挑戦に基づく目標および計画達成と報酬に連動性を持た
せ、中長期的な業績の向上と社会に必要とされる企業価値の増大への実現意識を高めるものとする。

２．固定報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の算定方法の決定に関する方針

取締役（監査等委員を除く。）の報酬決定については、株主総会において決議された総額のうち、経営にかかわる技能・知識・経験等の適性およ
び業績に対する貢献度等を総合的に鑑み、妥当であると考えられる金額を取締役会にて協議して決定いたします。具体的には、取締役および
チーフオフィサー制による役割に応じて定めております。

３．業績連動報酬等の内容および額の決定に関する方針

取締役（監査等委員を除く。）の業績連動報酬は、連結当期純利益およびROE（自己資本利益率）を判定基準として、その達成状況に応じて株主
総会で決議された限度額から固定報酬を控除した金額の範囲内で決定することとしております。判定基準を連結当期純利益およびROE（自己資
本利益率）として選択した理由は、当社グループの収益性および資本効率の向上を重要な経営課題としているためです。

４．株式報酬等（非金銭報酬等）の内容および額の決定に関する方針

非金銭報酬は、当社株式および当社株式の時価相当額の金銭の給付を行う株式報酬制度による株式給付信託とし、固定報酬および業績連動報
酬とは別枠で、取締役（監査等委員である取締役を除く。）については、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬と当社の業績および株
式価値との連動性を明確にし、取締役（監査等委員である取締役を除く。）が株価上昇によるメリットを享受するのみならず、価格下落リスクまでも
株主の皆様と共有することで、中長期的な企業価値の増大への貢献意欲を高めることを目的に、監査等委員である取締役については、監査等委
員である取締役が、株主の皆様との価値共有により、監査を通じた中長期的な企業価値の増大に貢献することを目的に、当社が定める株式給付
規程に基づき、取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対しては、役位および業績達成度等に応じて算出されたポイントを、監査等委員であ
る取締役に対しては、役位に応じて算出されたポイントを毎年付与し、2022年11月末日で終了する事業年度から2024年11月末日で終了する事業
年度までの３事業年度（以下、「当初対象期間」といいます。）および当初対象期間の経過後に開始する３事業年度それぞれの最終事業年度の業
績評価確定後に付与ポイント数に相当する当社株式（ただし、その一部は当社株式の時価相当額の金銭の給付とします。）を交付します。
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■ 取締役の報酬等に関する株主総会の決議に関する事項

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額は、2017年２月24日開催の第19回定時株主総会において年額200,000千円以内
と決議いただいており、決議当時の対象取締役は４名となります。また、別枠で2022年２月25日開催の第24回定時株主総会において、取締役（監
査等委員である取締役および社外取締役を除く。）に対する株式報酬制度として、対象期間３事業年度ごとに、拠出額189百万円以内、付与する
ポイントを94,560ポイント以内（１ポイントにつき１株）と決議いただいており、決議当時の対象取締役は５名であります。

監査等委員である取締役の報酬限度額は、2017年２月24日開催の第19回定時株主総会において年額30,000千円以内と決議いただいており、決
議当時の対象取締役は３名となります。また、別枠で2022年２月25日開催の第24回定時株主総会において、監査等委員である取締役に対する株
式報酬制度として、対象期間３事業年度ごとに、拠出額18百万円以内、付与するポイントを8,550ポイント以内（１ポイントにつき１株）と決議いただ
いており、決議当時の対象取締役は３名であります。

【社外取締役のサポート体制】

当社は、社外取締役に対して、取締役会事務局が連絡窓口となり、取締役会資料の事前送付、議事録の送付、照会事項への対応等を行い、監
督機能の実効性を高めるとともに会社の経営状況にかかる理解を深めるためのサポートを実施しております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

a.取締役会

当社の取締役会は、２名の社外取締役を含む７名の取締役により構成されており、原則として毎月１回定時取締役会を開催し、必要に応じて適
宜、臨時取締役会を開催しております。

取締役会では、法令で定められた事項および会社経営・グループ経営に関する重要事項等、取締役会規程に定めた事項を決定するとともに、取
締役および執行役員から定期的に職務執行状況の報告を受けること等により、取締役および執行役員の職務執行を監督しています。また、その
他当社経営の重要な意思決定を行うとともに、内部統制システムやリスク管理体制を整備することで、経営陣幹部による適切なリスクテイクを支え
る環境整備を実施しております。

また、取締役会の機能向上を目的として、毎年取締役会の実効性評価を実施しております。評価は、各取締役のアンケートを基に、任意の諮問委
員会が分析・評価を行ったうえで取締役会へ答申を行い、取締役会は最終的な評価および対応について協議し、その結果の概要を公表しており
ます。

b.業務執行会議

当社は、意思決定の迅速化による経営効率化を進めるとともに、業務執行に対する監督機能の強化を図るため、執行役員制度を導入し、機能の
分離と権限の委譲を進めております。

当社の業務執行会議は、取締役COO、取締役CFOおよび執行役員の９名により構成されており、原則として毎月２回開催しております。

当社の業務執行会議では、当社グループの経営方針、予算案、新規事業計画案、その他業務執行の重要事項について審議し、取締役会決議事
項については、取締役会に上程しております。

c.リスク管理委員会

当社のリスク管理委員会は、最高責任者を代表取締役とし、委員長は代表取締役または代表取締役が指名した取締役としており、委員長が選任
し最高責任者が任命した者により構成しております。

リスク管理委員会では、組織目標の達成を阻害するリスクの発生を未然防止・低減し、また発生した場合には損害の拡大を防止し被害を最小化
する体制を整備・運用することならびに内部統制の４つの目的である「業務の有効性及び効率性」、「財務報告の信頼性」、「事業活動に関わる法
令等の遵守」および「資産の保全」を達成するために内部統制システムを整備・運用し、監督する役割を有しております。

d.諮問委員会

当社の諮問委員会は、社外取締役、常勤の取締役監査等委員および代表取締役または取締役CVOで構成することとしております。また、半数以
上を社外取締役で構成することとしており、２名の社外取締役および２名の社内取締役により構成し、必要に応じて適宜開催しております。

諮問委員会では、監査等委員でない取締役候補者の選解任・報酬や取締役会の実効性評価等コーポレート・ガバナンスについて協議を行ってお
ります。協議においては社外取締役の知見および助言を生かすとともに、これらの事項に関する手続きの客観性および透明性を確保し、コーポ
レート・ガバナンス体制の更なる向上を図っております。当事業年度においては、取締役の選解任および報酬制度、取締役会の実効性向上につ
いて協議しました。

e.監査等委員会

当社の監査等委員会は、２名の社外取締役を含む３名の取締役より構成されており、株主の負託を受けた独立の機関として取締役の業務執行を
監査しております。また、監査等委員会は代表取締役CEOとの定期会合を開催し、常勤の監査等委員である取締役は取締役会に限らず監査等
委員でない取締役等と定例会合を持ち、社内の重要な会議・プロジェクトの状況に対し、多角的な視点から取締役の業務執行を監査するととも
に、法令・定款等の遵守状況および意思決定の妥当性について監査しております。

監査等委員会は、内部監査室等のモニタリング機能を所管する部署等と緊密な連携を保持し、内部監査室等からその監査結果等について報告
を受け、必要に応じて調査を求め、又は具体的な指示を出すなど、内部監査室等と日常的かつ機動的な連携により、監査の実効性と効率性の向
上を図っております。また、監査等委員会と会計監査人との連携および情報交換については、定期会合を開催しております。

f.内部監査室

内部監査については、監査等委員会の直属組織として内部監査室を設置しており、３名が年度監査計画に基づき、業務監査、個人情報監査、内
部統制の整備・運用状況の有効性評価等を実施し、コーポレート・ガバナンスの強化に向けた取り組みを推進しております。また、監査結果は、毎
月１回、監査等委員会および代表取締役CEOに報告を行い、情報の共有を図っております。
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各機関の構成員は次のとおりであります。（◎議長、○構成員）

役職名　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　 　　取締役会　業務執行会議　リスク管理委員会　諮問委員会　監査等委員会

代表取締役CEO　　　　　　　　　澤　篤史　　　　 　◎　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　 ◎

取締役CVO founder 　　　　　　加藤　義博　　　 ○　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

取締役COO　　　　　　　　　 小宮　謙一　　　　 ○　　　　　　◎　　　　　　　　　　◎

取締役CFO　　　　　　　　　 　　大谷　真樹　　　　 ○　　　　　　〇

取締役　常勤監査等委員　　　上沢　徹二　　　　 ○　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 ○　　　　　　　 ◎

取締役　監査等委員（社外）　 三上　純昭　　　　 ○　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ○　　　　　　　 ○

取締役　監査等委員（社外）　 森　順子　　　　　 ○　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ○　　　　　　　 ○

執行役員　　　　　　　　　　　　　薄井　祐二　　　　　　　　　　　　 ○　　　　　　　　　　○

執行役員　　　　　　　　　　　　　辻村　祐也　　　　　　　　　　　　 ○　　　　　　　　　　○

執行役員　　　　　　　　　　　　　山内　祐司　　　　　　　　　　　　 ○　　　　　　　　　　○

執行役員　　　　　　　　　　　　　鈴木　直憲　　　　　　　　　　　　 ○　　　　　　　　　　○

執行役員　　　　　　　　　　　　　西元　裕肇　　　　　　　　　　　　 ○　　　　　　　　　　○

執行役員　　　　　　　　　　　　　高須　雅也　　　　　　　　　　　　 ○　　　　　　　　　　○

執行役員　　　　　　　　　　　　　玉浦　正幸　　　　　　　　　　　　 ○　　　　　　　　　　○

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、2017年2月24日に監査等委員会設置会社へ移行いたしました。

当社は、構成員の過半数を社外取締役とする監査等委員会を設置することで、社外取締役による業務執行の監督機能の充実およびモニタリング
機能の強化を進めております。加えて、取締役会および代表取締役の諮問機関として、構成員の半数以上を社外取締役とする諮問委員会を設置
しており、取締役の候補者選解任および報酬等について協議・答申し、取締役会は当該答申を最大限配慮することで、経営の公正性・客観性・透
明性の向上を図っております。また、代表取締役を最高責任者とするリスク管理委員会を設置し、コンプライアンス、リスクマネジメントおよび内部
統制の整備・運用状況等について取締役会で確認し、業務の適正確保ならびに当社の持続的な発展および企業価値の向上に努めております。

これらを踏まえ、コーポレートガバナンス体制の一層の充実とさらなる企業価値の向上が図れると判断しているため、現状のコーポレート・ガバナ
ンス体制を採用しております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

電磁的方法による議決権の行使
当社は、株主の利便性向上を目的として、インターネットによる議決権行使を採用しており
ます。

その他
株主様の当社への理解を促進する目的をもって、スライドやナレーションを用いた株主総
会のビジュアル化を推進しております。今後につきましても、一層の株主総会の活性化お
よび議決権行使の円滑化に向けて取り組んでまいります。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表 コーポレートサイトにおいて、IRポリシーとして公表しております。

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

代表取締役による説明会を開催しております。また、四半期決算発表後毎に
個別ミーティングを実施しております。

(2026年1月)2025年11月期決算説明会開催 参加者14名
あり

IR資料のホームページ掲載

コーポレートサイトにおいて、都度、IR資料（決算情報、決算情報以外の適時
開示資料、その他のニュースリリース、有価証券報告書、会社説明会資料等）
を掲載するとともに、会社説明会開催毎にプレゼンテーション動画を掲載・配信
しております。
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IRに関する部署（担当者）の設置

当社は、IRの方針として、IR担当役員を代表取締役CEOと定め、代表者自らが
IRに対する姿勢を示すとともにその責任を自覚し、決算発表会・アナリストや機
関投資家を対象とする個別説明の実施に加え、説明会等についても積極的に
開催・参加しております。

また、取締役CFOを情報取扱責任者として選任し、IR業務を経営財務部門が
担当しております。

その他

株主の皆様の日頃のご支援に感謝するとともに、当社株式への投資の魅力を
高め長期的な視点で当社株式の保有をしていただくこと、また株主の皆様とと
もにバイクの魅力を共有することを目的に株主優待を実施しております。さら
に、当社の業績を分かりやすくご理解いただくため、個人投資家の皆様を対象
とした説明会も開催しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社は、従業員全員が企業の社会的責任を自覚し、法令の遵守はもとより社会規範に
則った行動を行うために「バイク王＆カンパニーグループ企業行動憲章」を定め、社会の発
展に寄与することとしております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社は、持続可能な社会の実現に向け、環境保全およびCSR活動を重要な経営課題とし
て取り組んでおります。中古バイクの買取・整備・販売を通じたリユース事業は、製品寿命
の延伸による資源の有効活用や廃棄物削減に貢献するものであり、循環型社会の形成に
資する事業と認識しております。

社会面では、安全・安心なバイクライフの実現に向けた取り組みや、従業員の働きやすい
環境整備、人財育成の強化を推進しております。今後も、事業活動を通じた社会的価値の
創出と企業価値の向上の両立を図ってまいります。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

当社は、当社の定めるIRポリシーに従い、東京証券取引所が定める適時開示規則を遵守
した情報開示を行うとともに、ビジネスモデルや事業戦略に関する計画等、適時開示に該
当しない情報についても、ステークホルダーの皆様の立場から当社の状況を理解するため
に有効と考えられる情報を積極的かつ公平にコーポレートサイト等において開示いたしま
す。

また、当社は合理的な範囲において、上記情報を英文で開示いたします。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、業務の有効性・効率性、財務報告の信頼性、法令等の遵守、資産の保全の４つの目的を達成するために、内部統制システムの基本方針
を以下のとおり定め、内部統制システムの整備・運用を推進し、リスクマネジメントを行う。

また、代表取締役を最高責任者としたリスク管理委員会を設置し、内部統制システムの整備・運用を推進する。

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（１）取締役および執行役員は、当社および子会社（以下「当社グループ」という。）が共有すべきルールや考え方を表したバイク王＆カンパニーグ
ループ企業行動憲章、行動指針およびコンプライアンス規程を制定し、当社グループの取締役、執行役員および従業員は法令・定款および当社
グループの規程・規則等ならびに社会規範を遵守して事業活動を行う。またリスク管理委員会およびコンプライアンス担当部門により、当社グルー
プのコンプライアンスを推進する。

（２）取締役は、取締役会の決定に基づき、各取締役の業務分担に応じた業務を執行し、その状況を取締役会に報告する。

（３）取締役会および代表取締役の諮問機関として、諮問委員会を設置し、取締役等の選解任および報酬体系ならびにコーポレートガバナンスに
ついて諮問することで、意思決定プロセスの公正性、客観性、透明性を高める。

（４）会社情報開示については、リスク管理委員会において、情報開示の基本方針、開示手順等を定め、情報の適正性・適時性および公正性を確
保する。

（５）内部監査部門として内部監査室を設け、業務監査、個人情報監査、内部統制の整備・運用状況の有効性評価等を実施し、ガバナンスの強化
に向けた取り組みを支援する。

（６）当社グループの事業に適用される法令等を識別し、法的要求事項を遵守する基盤を整備するとともに、随時、教育や啓発を行う。

（７）コンプライアンスに関する相談窓口として、内部通報制度を設ける。内部通報制度の情報受領者は、社内のコンプライアンスホットライン部会、
第三者機関である弁護士および通報制度受付窓口の専門会社とし、従業員等からの通報により組織的または個人に関わる法令に違反するおそ
れのある事由等の未然防止に取り組む。なお、通報窓口に相談したことを理由として、通報者に対して不利益となる取り扱いは行わない。

（８）監査等委員会は、株主の負託を受けた独立の機関として取締役の職務の執行を監査することにより、企業の健全で持続的な成長を確保し、
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社会的信頼に応える良質な企業統治体制を確立する。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制整備

取締役および執行役員の職務の執行に係る情報については、文書管理規程に基づき保存媒体に応じて適切かつ確実に検索性の高い状態で保
存、管理することとし、定められた保存期限内は閲覧可能な状態を維持することとする。

３．損失の危険の管理に関する規定その他の体制

（１）損失の危険の管理については、リスク管理規程を定め、リスク管理委員会がグループ横断的に事業リスク、戦略リスク、オペレーショナルリス
ク等のリスクマネジメントを行い、発生の未然防止・低減に努める。また取締役または各部署の業務責任者が業務上のリスクマネジメントを行い、
発生の未然防止・低減に努める。

（２）重大なリスクが発生した場合は、緊急対策本部を設置し損害の拡大防止、被害の最小化を図る。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（１）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制として、取締役会を月１回定時に開催するほか、必要に応じて適宜臨時
に開催するものとし、取締役会規程および取締役会付議事項を定め、取締役会が決定すべき事項を明確にする。

（２）当社グループの経営方針および経営戦略に関わる重要事項については事前に当社取締役および執行役員によって構成される業務執行会議
において審議し、その審議を経て取締役会に上程する。

（３）取締役会は、中期経営計画および年度経営計画を策定する。当該計画に沿って業務を遂行し、定期的に遂行状況をレビューする。

（４）取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、業務分掌規程において、それぞれの責任者およびその責任、執行手続きの詳細に
ついて定める。

５．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

（１）子会社の経営の自主性を尊重しつつ、グループ経営の適正化および効率化に資するため、バイク王＆カンパニーグループ企業行動憲章、行
動指針およびコンプライアンス規程および内部通報制度を遵守し、当社グループの業務の適正を確保する体制を整備する。

（２）当社内に主管部門を定め、子会社の経営のモニタリングを行いガバナンスの強化を図るとともに、子会社管理規程を制定し当社に報告すべき
事項を定め、子会社の事業運営に関する重要事項について報告を受け、協議を行う体制を整備する。

（３）内部監査室は子会社について経営方針、諸規程、業務マニュアル等に準拠した業務が行われているかを監査する。

（４）取締役は当社グループにおいて法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実を発見した場合は、監査等委員会に報告する。また、
監査等委員である取締役は当社の監査等委員でない取締役に対し意見を述べるとともに、改善策を求めることができる。

６．監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の監査等委員でない取締役からの独立性に関する事項

監査等委員会が職務を補助すべき使用人を求めた場合は、監査等委員会の職務を補助すべき使用人として、当社の使用人から専属の監査等委
員会補助者を任命することとする。監査等委員会補助者の評価は監査等委員会が行い、任命、解任、人事異動、賃金等の改定については監査
等委員会の同意を得た上で取締役会が決定することとし、取締役からの独立性を確保する。

７．監査等委員でない取締役及び使用人が監査等委員会に報告するための体制その他の監査等委員会への報告に関する体制及び監査等委員
会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

（１）当社グループの取締役、執行役員および使用人は、法定の事項に加え、当社およびグループ各社に重大な影響を及ぼすおそれのある事項、
内部監査の実施状況、不正行為や重要な法令違反ならびに定款違反行為、内部者通報制度による通報状況等、その他重要な事項等を速やか
に監査等委員会に報告することとする。また、当社は当該報告をした者に対し不利な取り扱いを行わないこととする。

（２）監査等委員である取締役は、取締役会等の重要な会議に出席するとともに、監査等委員会は、あらかじめ定められた監査等委員を通じて、主
要な稟議書、その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて監査等委員でない取締役、執行役員または使用人にその説明を求め
ることができる。

（３）監査等委員である取締役は、あらかじめ定められた監査等委員を通じて、内部監査室および会計監査人と情報交換に努め、連携して当社お
よびグループ各社の監査の実効性を確保する。また、監査等委員会は、内部監査室に対して指示を行う。

（４）当社は、監査等委員である取締役がその職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還等の請求をしたときは、当該請求にかかる費
用が監査等委員である取締役の職務の執行に必要でないと認められる場合を除き、速やかに対応する。

（５）監査等委員会は、月１回定時に監査等委員会を開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、監査実施状況等について情報交換および協議を
行うとともに、会計監査人から定期的に会計監査に関する報告を受け、意見交換を行うこととする。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

１．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社グループは反社会的勢力排除に向け、バイク王＆カンパニーグループ企業行動憲章に市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢

力とは断固として対決する旨を掲げ、反社会的勢力との関係排除に取り組んでおります。

２．反社会的勢力排除に向けた整備状況

当社グループはコンプライアンス要領を制定し、反社会的勢力に対する行動指針を示すとともに、反社会的勢力排除に向け以下の体制を整備し

ております。

（１）対応担当者および不当要求防止責任者の設置状況

当社グループの対応部署を経営推進グループとし、事案により関係部署、社外関係先（警察署、顧問弁護士等）と協議し組織的に対応しておりま

す。また、グループ各社の拠点責任者を不当要求防止責任者として届け出、反社会的勢力からの不当要求に組織的対応ができる体制を整備し

ております。
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（２）外部の専門機関との連携状況

当社は、警視庁管内特殊暴力防止対策連合会および本社所在地区の特殊暴力協議会に所属し情報の共有化を図っております。更に万一の有

事に備え暴力追放運動推進センター、組織犯罪対策課および顧問弁護士等の外部専門機関と連携し、反社会的勢力排除の対応を図れるよう取

り組んでおります。

（３）反社会的勢力に関する情報の収集・管理状況

取引先およびお客様等に関して反社会的勢力であるかの監査を実施し、反社会的勢力に関する情報を一元管理しております。当該情報により、
反社会的勢力が各種取引に乗じて入り込まないよう事前排除の体制を整備しております。

（４）対応マニュアルの整備状況

反社会的勢力監査申請・契約締結マニュアル、反社会的勢力排除マニュアル、緊急時・クレーム・反社（不当要求・火災・その他災害・事件・事故
等）対応マニュアルを制定し、組織的対応を行なっております。

（５）研修活動の実施状況

拠点責任者は、各都道府県の公安委員会へ不当要求防止責任者選任届出書を提出し、責任者講習の参加を必須としております。

また、拠点責任者を対象に反社会的勢力排除に関する研修を実施し、意識向上・知識習得および対応力の強化を図っております。

当社グループ社員には、入社時に行う初期研修のコンプライアンスに係るプログラムにおいて、反社会的勢力に対する行動指針の浸透を図ると

ともに、配属後も拠点責任者等からの伝達を通じ、意識向上と対応の徹底を図っております。

Ⅴその他

１．買収への対応方針の導入の有無

買収への対応方針の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

買収防衛策の導入等については、創業者を中心とする当社関係者が発行済株式総数の大部分を保有しているため、特記すべき事項はありませ

んが、企業価値の向上を通じて、企業買収を未然に抑止できる体制の構築に努めております。また、今後において、新株発行等により株主構成等
に変化が見られると予想される場合は、将来的な株主の利益等を総合的に勘案したうえで随時検討してまいります。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

適時開示体制の概要

１．情報開示方針

当社は、当社の定めるIR ポリシーに従い、東京証券取引所が定める適時開示規則を遵守した情報開示を行うとともに、ビジネスモデルや事業戦

略に関する計画等、適時開示に該当しない情報についても、ステークホルダーの皆様の立場から当社の状況を理解するために有用と考えられる
情報を積極的かつ公平にコーポレートサイト等において開示いたします。

２．適時開示体制

（１）会社情報の収集

当社の会社情報については、「重要情報管理規程」に則り、情報取扱担当者（グループもしくは室の長）を通じて、情報取扱責任者（取締役CFO）
に集約しております。

（２）会社情報の適時開示の要否判断

集約した情報については、開示を要する「重要情報」に該当するか否かの判断等を、「リスク管理委員会」において適時開示規則等に基づき協議
しております。

（３）適時開示

適時開示規則上、開示しなければならない会社情報または適時開示が必要と判断した会社情報は、情報の適正性・適時性および公正性を確保し
た上で、情報取扱責任者の指示により情報開示担当者および情報開示担当部署（経営財務部門）が開示手続きを行っております。
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